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「静岡県自治体電子入札推進コンソーシアム」会員名簿

管轄 市町村名 管轄 市町村名 会社名（順不同）

東伊豆町 御前崎町 中部ＰＦＩ研究会

南伊豆町 相良町 静岡情報産業協会

河津町 磐田市 ㈱エヌ・ティ・ティ・データ

西伊豆町 掛川市 日本ユニシス㈱

熱海市 袋井市 ㈱浜名湖国際頭脳センター

伊東市 浜岡町 ㈱建設技術研究所

沼津市 大須賀町 ㈱ダイテック

三島市 大東町 ＮＴＴ西日本㈱

御殿場市 豊岡村 中部電力グループ

裾野市 小笠町 富士通㈱

函南町 菊川町 日本アイ・ビー・エム㈱

大仁町 森町 ㈱東芝

清水町 浅羽町 日本電気㈱

長泉町 福田町

小山町 竜洋町 会社名（順不同）

富士宮市 豊田町 ＮＥＣソフト㈱

富士市 天竜市 （社）沼津建設業協会

芝川町 春野町 静岡県建設事業協同組合連合会

静岡市 浜松市 （社）静岡県測量設計協会

富士川町 浜北市 静岡県地質調査業協会

蒲原町 湖西市 静岡日電ビジネス㈱

由比町 細江町 丸三工業㈱

焼津市 舞阪町 須山建設㈱

藤枝市 引佐町 東京設備㈱

岡部町 三ヶ日町 鈴与商事㈱

大井川町
大井川広域水道
企業団

日本電子認証㈱

島田市 県道路公社 東日本建設業保証㈱

本川根町 県 静岡県 ㈱リクエスト・システム

㈱建通新聞社
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静岡県自治体電子入札推進コンソーシアム活動実績 

平成 14年度の主な活動 

H14/7 設立総会（Ｈ14 年 7 月 16 日） 

組織体制、規約、平成 14 年度事業計画について 

H14/8 自治体会員会議 

標準化アンケート結果の公表、標準化推進 WG メンバーの選出 

H14/8 総務省事業の「市町村等のフロントオフィス・バックオフィス業務の共同アウ

トソーシングに関する調査研究事業」に応募し採択（電子入札の基本計画の成

果報告書を平成 15 年 2 月に提出） 

H14/10 統括会議 

共同アウトソーシングの企画・設計調査について 

 
 
平成 15年度の主な活動 

H15/5 統括会議 

平成 15 年度計画 

H15/8 総務省事業の「共同アウトソーシング・システム開発実証事業」に応募し採択

（入札参加資格申請システムの開発等の成果報告書を平成 16 年 3 月提出） 

H15/8 自治体会員会議 

総務省「共同アウトソーシング・システム開発実証事業」について 

H15/10 自治体会員会議 

総務省「共同アウトソーシング・システム開発実証事業」について 

電子入札システム共同利用について 

H16/1 自治体会員会議 

「静岡県電子入札共同利用者協議会（仮称）」設立準備会について 

H16/2 市助役会議において、コンソーシアムの活動、今後の電子入札への取組につい

て説明 

H16/2 静岡県電子入札共同利用者協議会設立準備会 

協議会参加会員募集要項について 

H16/3 「静岡県電子入札共同利用者協議会」参加自治体募集開始 

 



 

コンソーシアムにおけるこれまでの主な実証実験と調査事業 

H14/7 LGWAN 接続で実証実験を島田土木事務所で実施（e-BISC センター利用） 

H14/12 富士土木事務所、静岡市（e-BISC センター利用） 

H15/1 電子入札実証実験環境をコアシステム Ver2（国土交通省版）で構築 

H15/1 浜松土木事務所、浜松市（県が構築した実証実験環境を利用） 

H15/2 総務省事業の「市町村等のフロントオフィス・バックオフィス業務の共

同アウトソーシングに関する調査研究」事業の成果報告書提出（電子入

札の基本計画） 

H15/8 総務省事業の「共同アウトソーシング・システム開発実証事業」に応募

し採択（入札参加資格申請システムの開発等の成果報告書を平成 16 年 3

月提出） 

H16/1 電子入札実証実験環境をコアシステム Ver3.1（LGWAN 接続）で構築 

H16/1/15 上記システムの動作確認兼性能評価試験（静岡県 CALS/EC 研修センター）

H16/1/29 Ver3.1（LGWAN 接続）で大井川町実証実験（大井川町役場会議室） 

H16/2/3 同上環境で県農林事務所合同実証実験（中部農林事務所会議室） 

H16/2/5 同上環境で浜松市実証実験（浜松市地域情報センター） 

H16/2/5 同上環境で沼津市実証実験（沼津市図書館視聴覚ホール） 

H16/2/10 同上環境で市町合同実証実験（静岡県 CALS/EC 研修センター） 

（静岡市、焼津市、藤枝市、御殿場市、天竜市、菊川町、豊田町） 

H16/2/12 同上環境で掛川市実証実験（掛川市役所会議室） 

H16/2/23 同上環境に＋α機能（当日分全案件一括開札機能等）を付加したものに

ついて、機能評価会を実施（静岡県 CALS/EC 研修センター） 

（県、静岡市、浜松市、沼津市、富士市、三島市、焼津市、藤枝市他３

自治体） 

H16/2/26 同上環境と入札参加申請システムとの連携実験（静岡県 CALS/EC 研修セ

ンター）（県、静岡市、浜松市、沼津市、富士市、焼津市他５自治体＋受

注者７社） 

H16/3/19 

 

同上環境に＋α機能（当日分全案件一括開札機能等）を付加したものに

ついて、実証実験を実施（静岡県 CALS/EC 研修センター） 

（土木部出先機関） 

 



静岡県自治体
電子入札推進コンソーシアム

実証実験の環境整備と実施

共同アウトソーシング調査研究及びシステム開発

共同運営方式検討及び運営組織設立準備

静岡県電子入札共同利用者協議会
設立・運営

共同利用センター運営方法検討（運営委員会）

費用負担案策定（運営委員会）

入札参加資格申請システム検討（研究会）

システム構築・試行運用・
　本番運用・評価

システム構築業務の発注

システム開発（１期、２期）

第１期システム＝電子入札基本機能
第２期システム＝電子入札フル機能＋入札情報サービス

システム評価、検証

システム運用

電子入札共同利用センター
準備、運営

県・市とセンターとの契約準備、契約締結

電子入札共同利用センター運営

操作教育・PR

県職員説明会、操作研修

市職員説明会、操作研修

受注者説明会、操作研修

広報（新聞等への情報提供）

静　岡　県　電　子　入　札　導　入　ス　ケ　ジ　ュ　ー　ル　(案）

事　業　細　目

　　　年　度

項　目

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

▼設立総会（8/5）

▽総括会議(11/10）

▽第1回運営委員会（8/31)

▽入札参加者説明会(9/14･15･22）　▽説明会（H17/2～)
　　▽操作研修会(9/29～) 　▽操作研修会（H17/2～）

▽県・市とセンターの契約

システム開発

県市町村共同利用・運用開始

運　営

県・運用開始

▽第２期システム稼動（H17/4)

▽県市職員操作研修会(9/27・28)

凡　例 県 共同利用者協議会

▽第１期システム稼動（10/25)

準備

▽県とセンターの契約（10/22）

2004/11/11
4.スケジュール



 

システムの概要 

 

１．  基本事項 

（１） 財団法人 日本建設情報総合センター

「電子入札コアシステム」の採用 

（２） 市町村とのシステム共同利用への対応 

（３） 第 1 期（H16・10 月稼動用）と第2 期（H17

年度稼働用）に分けてリリース 

（４） 入札情報サービスの提供 

（５） 他システムとの連携 

（６） 発注者はＬＧＷＡＮ経由、受注者はイン

ターネットでの接続 

 

 

２． 対応する入札 

（１） 一般競争入札[制限付を含む] 

（２） 公募型指名競争入札 

（３） 指名競争入札 

（４） 随意契約 

（５） 公募型プロポーザル 

（６） 指名型プロポーザル 

 

 

３． 主なカスタマイズ事項 

（１） 電子くじ機能（選択可能） 

（２） 予定価格事前登録［事前公表案件用］（選択可能） 

（３） 最低制限価格制度への対応 

（４） 公共事業執行管理システム、農地

森林総合電算システム等との連

携 

（５） 入札参加資格申請システム（今後

構築）との連携 

（６） 入札情報サービスの提供（電子入

札ポータルサイトの構築を含む） 

（７） 設計図書のダウンロード機能（入

札情報サービス内）の付与 

 

電子入札ｼｽﾃﾑ共同利用のｲﾒｰｼﾞ

庁内LAN
出先機関

県
ＮＯＣ

Firewall Firewall

サーバ

県庁

静岡県電子入札共同利用センター（仮称）

市町村

庁内LAN

業務用端末

業務用端末 業務用端末

LGWAN接続装置

LGWANｱｸｾｽ回線(暗号化された通信)

受注者

電子入札のイメージ 

入札情報サービスのイメージ 

県市町村共同利用のイメージ 



 

 

県各部局の電子入札導入計画 

 

１．工事の電子入札 

 

２．委託業務の電子入札 

 

各部局の工事電子入札導入計画

土木部土木部
都市住宅部都市住宅部
農農業業水産部水産部
環境森林部環境森林部

空港建設局空港建設局

企業局企業局

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

シ
ス
テ
ム
設
計
・開
発

シ
ス
テ
ム
設
計
・開
発

１億円
以上
１億円１億円
以上以上 ５千万円以上５千万円以上５千万円以上 ２千万円以上２千万円以上２千万円以上 全ての金額全ての金額全ての金額

５千万円以上５千万円以上５千万円以上 ２千万円以上２千万円以上２千万円以上 全ての金額全ての金額全ての金額

１億円
以上
１億円１億円
以上以上 ５千万円以上５千万円以上５千万円以上 全ての金額全ての金額全ての金額

＊　金額は設計価格

各部局の委託業務電子入札導入計画

土木部土木部
都市住宅部都市住宅部
農農業業水産部水産部
環境森林部環境森林部

空港建設局空港建設局

企業局企業局

平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 平成20年度

シ
ス
テ
ム
設
計
・開
発

シ
ス
テ
ム
設
計
・開
発

2千万円
以上
22千万円千万円
以上以上 1千万円以上11千万円以上千万円以上 5百万円以上55百万円以上百万円以上 全ての金額全ての金額全ての金額

1千万円以上11千万円以上千万円以上 5百万円以上55百万円以上百万円以上 全ての金額全ての金額全ての金額

２千万円
以上
２千万円２千万円
以上以上 １千万円以上１千万円以上１千万円以上 全ての金額全ての金額全ての金額

＊　金額は設計価格



第１回選定委員会開催　6月1日

　・参加資格要件の設定
　・技術提案内容の設定
　・評価基準の設定

公募手続き開始公告　　6月8日

【募集要項の交付期間　6月8日～6月18日】

公募期間40日間

【提案書の受付期間　7月20日まで】

選定幹事会　7月下旬

第２回選定委員会　8月4日

　・幹事会での検討結果報告
　・質疑応答→受託候補者の検討
　・受託候補者の特定

8月上旬～中旬
非特定通知

電子入札システム・プロポーザル手続きの流れ

契約の締結（随意契約）　8月20日

公告準備

←質問期間　6月25日まで

事務局下審査（審査基準による）

最終評価まとめ　　7月30日

特定通知

6月8日
　記者情報提供

8月中旬～下旬
県広報

非特定に対する説明

6月2日
法規室
入稿

１１社　募集要項受理

３社　提案書提出

6月8日インターネッ
トによる募集

　　　書類審査　　　7月26日

提出者のヒアリング　7月27日
（会社名マスク）

　　幹事会打ち合わせ　6月22日

評価項目
（計330点）

評価内容

開発実績（70点） 
　コアシステム関連業務の受注実績
　専従技術者の資格、業務実績　等

技術提案（200点）
　開発コンセプト、開発スケジュール
　他システムとの連携、共同利用への対応、
　システムの安定性・高速性・操作性　等

費用提案（60点） 　開発費、機器導入費、運用保守費　等

評　価　基　準

2004/11/11
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静岡県電子入札共同利用者協議会の概要 
 
１ 目 的 

 静岡県及び市町村等による電子入札システムの共同アウトソーシングを円滑に推進

し、共同アウトソーシングに参加する自治体等が相互に協力して、共同利用センターの

円滑かつ健全な運営と利用の促進を図る。 

 

２ 参加会員                    （平成 16年 10 月 1日現在） 

種別 自治体名等 

正会員（H17 より導入予定） 静岡県、静岡市、浜松市、沼津市、三島市、

富士市 

準会員（H18 以降の導入を検討） ６１市町村、静岡県道路公社、大井川広域水

道事業団 

特別会員（会長が特に認める団体） 静岡県総合管理公社 

＊ 正・準会員（６６市町村）の県人口に対する人口カバー率は 99.5％ 

 

３ 事業計画 

① 共同利用センターの受託事業者の選定 

② 共同利用センターの運営方針、運営費用、サービスレベル等の検討 

③ 共同利用センターとの契約方法の検討 

④ 参加自治体等の費用負担の検討 

⑤ 電子入札システムの機能及び動作の確認 

⑥ 電子入札システムの教育・普及 

⑦ 入札参加資格申請システムの検討 

 

４ 平成 16年度スケジュール 

日 付 内 容 議 題 

平成 16 年

8月 5 日 

設立総会 協議会設立、会則の決定、役員の選任、事業計画の

決定 

8月 31日 第 1 回運営委員会 役員の選任、運営規程の検討、共同利用センターの

事業者の選定 

9月 21日 第２回運営委員会 説明会開催状況、費用負担の検討、運用基準の制定 

〃     第 1 回研究会 入札参加資格申請システムの検討、申請の標準化 

  ＊ 今後、年度内に運営委員会を 2 回、総会を 1 回開催予定 



都道府県における電子入札の開発状況及び実施状況

自治体名 開発方法・利用形態 委　託　業　務 工　　　　　　事 利用ｼｽﾃﾑ
北海道 共同利用を検討中 2005年度に一部の事業で実施 2005年度に一部の事業で実施 未定
青森県 単独開発・単独利用 2008年度から全面導入 2008年度から全面導入 コア
岩手県 単独開発・共同利用 未定 2004年度に一部の事業で実施 コア
宮城県 単独開発・単独利用 2005年度に一部の事業で実施 2005年度に一部の事業で実施 コア
秋田県 単独開発・共同利用 2004年度に実証実験を実施 2004年度に実証実験を実施 コア
山形県 未定 一部の事業で試行中 一部の事業で試行中 コア
福島県 未定 2007年度に本格導入 2007年度に本格導入 未定
茨城県 単独開発・共同利用 一部の事業で実施中 一部の事業で実施中 コア
栃木県 単独開発・単独利用 一部の事業で実施中 一部の事業で実施中 コア
群馬県 共同開発・共同利用 2005年度から実施 2005年度から実施 コア
埼玉県 共同開発・共同利用 実証実験を実施中 実証実験を実施中 独自開発
千葉県 単独開発・共同利用 2004年度に実施 2004年度に実施 コア
東京都 単独開発・単独利用 電子見積り合わせについて検討中 一部の事業で実施中 独自開発
神奈川県 共同開発・共同利用 2005年度に試行 2005年度に試行 コア
新潟県 当面は単独開発・単独利用 2004年度に実施 2004年度に実施 コア
富山県 単独開発・単独利用 2004年度に一部の事業で実施 2004年度に一部の事業で実施 コア
石川県 単独開発・共同利用 2004年度に一部の事業で試行 2004年度に一部の事業で試行 コア
福井県 単独開発・共同利用 2004年度に実証実験を実施 2004年度に実証実験を実施 コア
山梨県 単独開発・単独利用 2005年度に一部の事業で実施 2005年度に一部の事業で実施 コア
長野県 単独開発・共同利用 2004年度に実施 2004年度に実施 独自開発
岐阜県 単独開発・単独利用 すべての事業で実施中 すべての事業で実施中 コア
静岡県 共同開発・共同利用 2004年度後半から一部の事業で実施 2004年度後半から一部の事業で実施 コア
愛知県 共同開発・共同利用 未実施 実証実験を実施中 コア
三重県 単独開発・単独利用 一部の事業で実施中 一部の事業で実施中 コア
滋賀県 単独開発・単独利用 2004年度にシステム構築 2004年度にシステム構築 コア
京都府 単独開発・単独利用 2005年度に試行 2004年度に一部の事業で実施 コア
大阪府 単独開発・単独利用 2005年度以降に導入 一部の事業で実施中 コア
兵庫県 単独開発・単独利用 一部の事業で実施中 一部の事業で実施中 コア
奈良県 単独開発・単独利用 未定 2007年度に試行 未定
和歌山県 未定 2006年度に一部の事業で試行 2006年度に一部の事業で試行 未定
鳥取県 単独開発・単独利用 2005年度から一部の事業で実施 2005年度から一部の事業で実施 コア
島根県 共同開発・共同利用 未定 未定 未定
岡山県 単独開発・単独利用 一部の事業で実施中 一部の事業で実施中 独自開発
広島県 共同開発・共同利用 2004年度に実施 2004年度に実施 コア
山口県 単独開発・共同利用 2004年度に実施 2004年度に実施 コア
徳島県 単独開発・共同利用 2005年度から実施 2004年度に実施 コア
香川県 共同開発・共同利用 2004年度に試行 2004年度に試行 コア
愛媛県 単独開発 2005年度から一部の事業で実施 2005年度から一部の事業で実施 コア
高知県 未定 未定 未定 未定
福岡県 単独開発・単独利用 2004年度に一部の事業で実施 2004年度に一部の事業で実施 コア
佐賀県 単独開発・単独利用 2005年度から実施 2004年度に一部の事業で実施 コア
長崎県 単独開発・単独利用 2007年度から実施 2005年度に一部の事業で実施 コア
熊本県 共同開発・共同利用 システム開発中 システム開発中 コア
大分県 共同開発・共同利用 2006年度から実施 2006年度から実施 コア
宮崎県 単独開発・共同利用 2005年度後半から一部の事業で実施 2005年度後半から一部の事業で実施 コア
鹿児島県 単独開発・共同利用 2005年度に実証実験を開始 2005年度に実証実験を開始 コア
沖縄県 単独開発・共同利用 2005年度以降に実施 2005年度に一部の事業で試行し、2007年度から本運用 コア

稼動状況

2004年度中
26%

稼動中
17%

2005年度中
36%

2006年度中
9%

2007年度中
4%

2008年度中
4%

未定
4%

（8自治体：茨城、栃
木、
　東京、岐阜、三重、
　大阪、兵庫、岡山）

（12自治体）

（17自治体）

（4自治体）

（2自治体）

（2自治体）

（2自治体）

（１２自治体：静岡、岩手、千
葉、新潟、富山、長野、京都、
広島、山口、徳島、福岡、佐

開発方法と利用形態

共同開発・
共同利用
21%

単独開発・
単独利用
40%

単独開発・
共同利用
30%

未定
9%

（10自治体：静岡、群馬、埼玉、
神奈川、愛知、島根、広島、香
川、熊本、大分）

（14自治体）

（4自治体）

（19自治体）

共同利用
51%

利用システム

未定
13%

独自開発
9%

コア
78%

（4自治体：埼玉、東京
　長野、岡山）

（6自治体）

（37自治体）
出典：日経コンストラクション2004.9.24
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